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はじめに 実効性のあるＢＣＰ策定のため
本事業のご活用を
令和３年度の法制度改正により、社会福祉施設の事業継続計画づくり

が３年の経過措置をもって義務化され、市町村社協においても、国が⽰す
「ひな形」をもとにＢＣＰ策定がスタートしています。
しかし、社会福祉協議会には、福祉・介護サービスの継続だけでなく、災害

ボランティアセンターの運営をはじめとした地域の復旧・復興に向けた特別の
役割が期待されています。
そこで、本会の防災福祉アドバイザーである石井布紀子氏を中心とするＢ

ＣＰ策定講師チームとの連携のもと、社会福祉協議会のためのＢＣＰ策
定支援事業を実施することとしました。
災害時の社会福祉協議会の使命を果すうえで、実効性のあるＢＣＰ策

定を進めるため、この事業が十分に活用されることを願っています。

令和３年（2021年）９⽉
社会福祉法人 ⻑野県社会福祉協議会

会⻑ 藤原忠彦

ＢＣＰ策定講師チーム
社協は、なぜ・どのようにBCPに取り組む必要があるのか、・何から手を

つければよいのかわからない。という声が、多数聞こえています。
BCP策定の有無が、報酬単価に影響する介護や障害サービス、該当

する部門の担当者こそ、急ぐべきではないのか、という声も聞こえます。
BCPは、組織の災害対応や平時からの減災対策について⽰す業務

継続計画のこと、法人としての取組が必須です。
そこで、この度、経験豊富な助⾔者にてチームを作り、⻑野県社協とと

もに、県内市町村社協のBCP策定のお手伝いを致します。
予算がない場合もご相談に応じますので、ぜひ、できることから少しずつ、

BCP策定をおすすめ頂きたいと願います。

令和3年（ 2021年 ) 9⽉
NPO法人さくらネット

代表理事 石井布紀子

できることから
少しずつ
進めましょう



ＢＣＰ策定支援
事業概要

事業主体:⻑野県社会福祉協議会

福祉・介護事業所に災害時事業継続計画（ＢＣＰ）の策
定が義務化されたことを契機に、より実効性あるＢＣＰ
策定を目指したい市町村社会福祉協議会のニーズに応え
るため、⻑野県社会福祉協議会の防災福祉アドバイザー
を中心に「ＢＣＰ策定講師チーム」が結成されました。

県社協は、この講師チームに関する情報提供を⾏うとと
もに、初回の体験派遣について経費の一部を負担するな
どＢＣＰ策定を支援します。

役割 氏名 役名等

講 師 石井 布紀子氏

特定非営利活動法⼈さく
らネット代表理事
⻑野県社会福祉協議会防
災アドバイザー

講 師 園崎 秀治氏

オフィス園崎代表
⻑野県社会福祉協議会防
災アドバイザー

講 師 後藤 至功氏

佛教大学 専門職キャリ
アサポートセンター 専
任講師

マネージャー 松村 隆 氏

社会福祉法⼈⻑野いのち
の電話事務局⻑
元社会福祉法⼈賛育会豊
野事業所事務⻑
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事業内容

①体験派遣の実施

〇実施方法 市町村社協の依頼に基き、石井講師及び
本会職員が訪問して、動画教材を交えながらＢＣＰ策定の
概要に関する研修を⾏う。
〇経 費 ２万円（市町村社会福祉協議会主催
事業に限る。）

テーマ 社会福祉協議会におけるＢＣＰ策定の必要性と意義

① 本会職員から事業概要の説明
② 石井講師から講師チームの紹介【紹介動画】
③「社会福祉協議会のＢＣＰ策定について」（園崎講師、動
画講義）
④「ＢＣＰに関する情報・法令等トピックス」（後藤講師、
動画講義）
⑤ 石井講師から今後に向けたアドバイス、質疑応答等

〇内 容 集合研修(概ね120分)

〇 申込先
⻑野県社協まちづくりボランティアセンター
TEL: ０２６－２２６－１８８２

事業内容

②継続的な指導を
依頼する場合 〇 依頼方法

実効性のあるＢＣＰ策定を⾏うため、継続的な指導を希望
する場合は、ＢＣＰ策定講師チーム事務局（特定非営利
活動法人 さくらネット内）に直接依頼すること。

〇 申込先
ＢＣＰ策定講師チーム事務局（特定非営利活動
法人 さくらネット内）
TEL:

各社協と講師チームの契約
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石井布紀子氏 （いしい ふきこ）
1995 年に発生した阪神淡路大震災の際に被

災し、被災地での要援護者支援などに関わり

始める。その後、研修の講師や兵庫県・内閣

府他の様々な会議の委員・アドバイザーを経

て、現在は地域福祉の視点に立つ防災・減災

の取組を推進している。

2005年から赤い羽根の中央共同募金会が設置

する災害ボランティア活動支援プロジェクト

会議の幹事および共同事務局。

また、2012年から「1.17防災

未来賞ぼうさい甲子園」事務局を

担っている。現在、特定非営利活

動法人さくらネット代表理事、一般社

団法人子どものエンパワメントいわて

理事、長野県社会福祉協議会防災

福祉アドバイザー。

園崎 秀治氏 （そのざき しゅうじ）
1994年、社会福祉法人全国社会福祉協議会に

入職。

2005～12年、14年～18年 ボランティアセ

ンターの災害担当として、災害発生時に先遣

として現地入りし、全国段階での支援の要否

確認に入る役割を担う。また、11年にわたっ

て、災害ボランティア活動支援プロジェクト

会議（支援P）による災害ボランティアセン

ターの運営を支援する支援者派遣調整を担う。

2021年、被災地支援の三原則

（被災者中心、地元主体、協働）

を旨とする「オフィス園崎」を

設立、長野県社会福祉協議会防

災福祉アドバイザー 。

ＢＣＰ策定講師チームメンバー

後藤 至功氏 （ごとう ゆきのり）
1995年阪神・淡路大震災で全壊被災。避難所、

仮設住宅等を経験する。同年、兵庫県社会福

祉協議会入職後、地域福祉推進、法人経営支

援の業務に携わる。

2006年、同社退職後、（有）コラボねっと

の研究員となる。

現在、佛教大学専門職キャ

リアサポートセンター専任講師。

松村 隆氏 （まつむら たかし）
秋田市出身。東京での大学時代に東京ＹＭＣ

Ａのボランティア活動にのめり込み、卒業後

はそのまま職員となり、地域活動、野外教育

を担当した。1988年から野外活動センタ―勤

務のため長野市に赴任。

1998年より民間病院事務長に転職、2015年か

ら、社会福祉法人賛育会の豊野病院事務長。

1994年より長野いのちの電話の設立に参加し、

活動を継続している。

令和元年東日本台風災害では、

２．４メートルの浸水被害の

なかで、利用者と職員の命を

守り、事業所と地域の復興に

奔走している。

ＢＣＰ策定講師チームメンバー
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社協の
ＢＣＰ作成
について

講師 園崎 秀治氏
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社会福祉協議会が進める
事業継続計画（BCP）の策定

園崎 秀治

長野県社会福祉協議会BCP策定支援事業

Contents

1. 社会福祉協議会の災害時の役割
2. 社会福祉協議会が発災直後に直面すること
3. BCP（事業継続計画）とは
4. 被災を経験した社協から学ぶ
5. これからBCPを策定するにあたって
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1. 社会福祉協議会の災害時の役割

社会福祉法に位置づけられた組織

� 「地域福祉の推進を図る団体」

�市（区）町村を圏域に「市区町村社協」を、都道府県を圏域に「都道府
県社協」が設置。都道府県社協の連合体として「全国社会福祉協議
会（全社協）」が設置される。

�社会福祉法人(社会福祉施設などを経営する法人)などの社会福祉
関係者、ボランティアや民生委員などの福祉活動を行う者、さらには
行政機関も参加。
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市区町村社会福祉協議会
1846カ所 職員 約14万人
・住民の福祉活動やボランティア活動の支援
⇒ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰの運営、住民活動の組織化活動
・住民の生活課題への相談・支援
⇒生活福祉資金、法律相談、福祉ｻｰﾋﾞｽの利用支援
・福祉サービスの提供（訪問介護、通所介護等）
・福祉活動の計画化（コミュニティづくり）

都道府県・指定都市社会福祉協議会
67カ所 職員 約1万5千人
・広域的な福祉活動の支援
⇒ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰの運営、市区町村社協への支援
・福祉施設や福祉ｻｰﾋﾞｽ事業者の組織化
・福祉サービス利用者の権利保護
⇒苦情解決、第三者評価など
・福祉人材養成・確保など

全国社会福祉協議会
１カ所 職員 約１３０人
・民間福祉活動等の全国的な調整

参加

・理事・評議員
・各種委員会
・会員

地域住民（福祉委員会等）

福祉サービス事業者（社
会福祉施設など）

ボランティア団体

当事者組織（障害者団
体・老人クラブなど）

保健・医療機関

社会福祉行政・機関

その他関係機関など
（教育、経済団体など）

民生委員・児童委員

社会福祉協議会
◎誰もが安心して生活を送ることができる住民参加による福祉のまちづくりをめざす。
◎社会福祉法に「地域福祉の推進」を目的とすることを定められた非営利・公益の民間団体。
◎全国のネットワークを有する。

社会福祉協議会が災害VCを運営する意味

●地域を基礎に活動を展開
• ⽇常的に住⺠と接している（地縁組織と顔の⾒える関係がある）
• センター閉所後は、社協の本来的機能として、被災者の⽣活⽀援、被災地の復興⽀援にあたる

（生活支援相談員による支援など）
●地域福祉を推進する団体としての機能・事業
• もともと使命として、地域の⽣活課題を把握し、解決する機能を有している
• 福祉の相談機関・福祉サービス事業者として要援護者を把握している
• ほとんどの社協は平常時から「ボランティアセンター」という機能を有する
• ⾏政や幅広い機関・団体とも関係を構築している
• ⺠間としての機動⼒がある
●全国的なネットワークを有する組織
• すべての自治体に存在する
• 全国的なネットワークを有している
• 多様なセクターとの協働ができる基盤がある 等
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災害時の社会福祉協議会の役割

被災地の市区町村の社協等関係団体は、福祉サービス利⽤者や災害時要
援護者をはじめとする多様な福祉的、生活的な支援を必要とする人びと
の安全確保や生活支援に取り組む。

（具体的活動）
施設・在宅の要援護者の避難支援や安否確認、⼀時的な避難場所の提供、福祉避難所の運営や⼀
般避難所の支援、災害ボランティアセンターの開設・運営、生活福祉資⾦の貸付、仮設住宅やみ
なし仮設住宅⼊居者の支援等

これらの活動は、平時の活動と同様、地域に密着した取り組みが基本となるため、被災地の社協
等関係団体の関係者が主体となって⾏うこととなる。

市区町村社会福祉協議会

被災地

平成25年3月19日 「大規模災害対策基本方針」（全社協）より

ここに災害ボランティアセンター、生活支援相談員（地域
支え合いセンター）などの機能が急に上乗せされる

災害時の社会福祉協議会の役割

平成25年3月19日 「大規模災害対策基本方針」（全社協）より

災害の規模が大きく、被災地の社協等関係団体だけでは対応しきれな
い場合、まず、当該都道府県内の被災地外の社協等関係団体の関係者
が支援活動に協⼒する。

都道府県内の社協関係団体だけでは対応ができない場合、都道府県社
協は、締結されている相互支援協定等に基づき、ブロックの社協等関
係団体に対し、支援活動を要請する。

都道府県社会福祉協議会

全国社会福祉協議会
全国規模の支援活動に関する社協等関係団体の連絡・調整およびブ
ロックの社協等関係団体の支援活動の支援を⾏う。

広域
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（2019年5月22日）「被災地に対する社協ネットワークの役割と支援の提案／全社
協・地域福祉推進委員会」をもとに、⻑野県社協で加筆修正

長期的・多面的なか
たちで、社会福祉協
議会の災害時の支援
が求められるように

福祉分野における災害支援体制整備の現状

「災害時福祉支援活動の強化のために－被災者の命と健康、生活再建を
支える基盤整備を－（提 ⾔）令和元年9月30 日・全社協」より

• 災害ボランティアセンターによる
ボランティア支援（社協）

• 災害派遣福祉チームによる福祉専
門職の⼀般避難所支援（専門職）

• 福祉避難所の開設と運営（社会福
祉施設・社協）

• 災害ボランティアセンターの運営
支援（社協）

• 社会福祉施設間の被災施設応援
（同種別間の福祉施設）

• 生活困窮者への生活福祉資⾦貸付
（社協）

• 要支援者⾒守り“⼀人も⾒逃さな
い運動”（⺠生委員・児童委員）

• 地域支え合いセンター等による生
活支援相談員を中⼼とした復興期
の⾒守り・相談（社協）

など
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2. 社会福祉協議会が発災直後に直面すること

（災害VC周辺で）初動に起こること

災害VC側としては、初動期に積極的な情報発信を行い、
「災害VC設置宣言」と、「災害V募集時期」「災害V活動開始時期」を
区別して対応する等の工夫が重要。

災害ＶＣ＝社会福祉協議会

マスコミ 自治体
（⾸⻑）

世論
（市⺠・支援者）

早急な立ち上げ（設置）の外圧
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初動で⼊ってくる外部支援者の影響の大きさ

・地元主体で運営をしていくための、災害VC運営に関わってくれる地元関係者との平時から
の関係性づくりが重要。
・外部支援者に関する情報を、県域や全国域の関係者・知人から迅速に情報入手できるネット
ワークも役に立つ。

 初動の混乱期に、真っ先に駆けつける外部支援者。誰が最初に⼊るかによっ
て、災害ボランティアセンターの運営体制に大きな影響を及ぼすことが多い

 支援の三原則（被災者中⼼・地元主体・協働）を踏まえていない支援者が
⼊ったときに、被災地が苦しむことになる可能性もある

 最後に被災者に寄り添って支援するのは地元の人間以外にないことを当初か
ら忘れないこと

地元社協職員にしかできないことは何か

VCの運営は外部からの経験者に⼀定程度任せることは可能。
「地元の職員でしかできないこと」に関われる体制を如何に作るか。

・住⺠に対して顔の⾒える支援
（足を運んで話をしながら状況確認する → 安⼼感につながる）

・地縁組織のパワーバランスや住⺠間の感情等に配慮した調整
・⽌めることができない対利⽤者業務・・・

災害VCの重責と社協本来ミッション

災害ボランティアセンターを担う役割が、小さな組織である市区町村社協にとって
組織全体で取り組む「重責」となっている現実

そもそも社会福祉協議会が⾏っている⽇常業務で
「止められないもの」は誰が担うのか
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3. BCP（事業継続計画）とは

BCP＝事業継続計画策定の義務化（経過措置3年）

• 介護事業者、障がい福祉サービス事業者は、災害時・
感染症発生時における事業継続計画を2021（令和3）
年から3年以内に策定することが、義務化されました。

どんな趣旨でそのようなことが決まったのでしょうか。
これら事業を実施する法人（社会福祉協議会含む）は
何をこれからしなければならないのでしょうか。
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BCP（事業
継続計画）
とは

• 定義︓「大地震等の自然災害、感染症のま
ん延、テロ等の事件、大事故、サプライ
チェーン（供給網）の途絶、突発的な経営
環境の変化など不測の事態が発生しても、
重要な事業を中断させない、または中断し
ても可能な限り短い期間で復旧させるため
の方針、体制、手順等を示した計画のこと
を事業継続計画（Business Continuity 
Plan、BCP）と呼ぶ。」（「事業継続ガイドライ
ン第3版」/内閣府防災担当）

• 事業･業務の中断･阻害に対応して、事業を
復旧･再開･回復するように⽂書化された手
順

• 「平常時の対応」「緊急時の対応」の検討
を通して、①事業活動レベルの落ち込みを
⼩さくし、②復旧に要する時間を短くする
ことを目的に作成された計画書

17

BCPのこれまで

日本では企業の事業継続計画（災害等のインシデントにより企業が経済活
動ができなくなり倒産することを避けるため）が早くから検討されてきた

2005.8「事業継続ガイドライン第一版 わが国企業の減災と災害対応の向
上のために」〔内閣府（防災担当）〕

その後、2007.3解説書、2009.11第二版、2013.8第三版を発出
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福祉分野のBCPのこれまで

H21.3「福祉施設経営における事業継続計画ガイドライン【地震対策編】」（全国社会福祉施設経営者協議会）

H25.3「次なる災害に備える」（社会福祉施設全国⻘年経営者会）

H26.3「福祉事業所における事業継続計画（BCP）策定ガイドライン 災害に強い地域づくり」（浜銀総合研究所）

H27.3「今が災害に備えるとき！ 事業継続マネジメント実践の⼿引き」（全国社会福祉法人経営⻘年会）

R2.3「社会福祉施設等におけるBCPの有用性に関する調査研究事業報告書」（MS&ADインターリスク総研）

R2.6「社会福祉施設等における事業継続計画（BCP）の策定について（依頼）」（厚生労働省社会・援護局福祉基盤課）

R2.12「新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン」（介護施設・事業所向け、障害福祉サービス向け）

R2.12「自然災害発生時の業務継続ガイドライン」（介護施設・事業所向け）

R3.3 「自然災害発生時の業務継続ガイドライン」（障害福祉サービス向け）

見直しのきっかけとなった災害と制度

• 2016（平成28）年台風10号 岩手県岩泉町
高齢者グループホーム「楽ん楽ん」 ⼊居者9名が死亡

• 2017（平成29）年、⽔防法・⼟砂災害防⽌法の改正
浸⽔想定区域・⼟砂災害警戒区域内福祉施設は、避難確保計
画の策定及び避難訓練の実施が義務化

• 2020（令和2）年7月豪雨 熊本県球磨村
特別養護⽼人ホーム「千寿園」 ⼊所者14名が死亡

• 2021（令和3）年、自治体の個別避難計画策定の努⼒義務化、
福祉施設等のBCP義務化

14



20161030岩⼿県岩泉町（平成28年台風10号） 「楽ん楽ん」にて

感染症・災害へ
の対応力強化が
トップに記載さ
れている

厚生労働省社会保障審議会(介護給付費分科会)資料
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6つの柱のうち
の一つに「感染
症や災害への対
応力強化」が挙

げられる

令和3年2月4日 厚生労働省資料

厚生労働省より、
『業務継続ガイド
ライン』が、自然
災害発生時と新型
コロナウイルス感
染症発生時の2種
類が、また「介護
施設・事業所」
「障害福祉サービ
ス事業所等」とそ
れぞれ向けに作成
されている

参考

16



 厚労省HPに研修動画が掲
載

 社協は通所系、訪問系を
実施する法人も多いこと
から参考できる

参考

Word形式でひな形が入
所・通所・訪問系それぞ
れに用意されています
※参考にはなるが、個別性が強
いためそのまま活用するのは難
しいかもしれません。

標準化は難しいということを
踏まえて、それぞれの法人・
施設で策定のプロセスを経る
ことが求められます

参考

17



厚生労働省
「介護施設・事業所における
業務継続計画（ＢＣＰ）作成
支援に関する研修」資料より

参考

感染症対策として重要なこと

• 職員のモティベーションを如何に下げないようにするか
• 濃厚接触を避けられない職場で集団生活をしている限り、リスクは他の職種

より高い
• それゆえに社会における重要な「エッセンシャルワーカー」
• 感染に関する⼀番の問題は「風評被害」「恐れ・不安」
• 法人全体で「かかっても誰も悪くない」という考え方を常に発信し続けるこ

との大切さ
• 「第⼀号になりたくない」と⾔った時点で感染者を貶めていることを自覚す

べき
• 何としても職員間の「分断」だけは阻⽌すること

18



4. 被災を経験した社協から学ぶ

社会福祉協議会の法人全体としての
災害時の対応を考える

• 社会福祉協議会は多様な事業を展開している
• 地域ごとに社協の事業規模や事業内容にも大きな差がある
• 社協の職員数も社協ごとに異なることも踏まえる必要がある
• 各事業の事業継続の優先順位とともに、災害時にのみ発生す
る業務（災害ボランティアセンター運営や福祉避難所対応
等）を想定する

• 法人全体で災害をどう乗り切るかの視点

19



法人経営部門
地域福祉活動推進部門
• 地区社協・⼩地域活動支援、ふれあいいきいきサロン、ボランティアセ

ンター事業、生活支援体制整備事業等
相談支援・権利擁護部門
• 生活困窮者自⽴支援事業、 日常生活自⽴支援事業、 権利擁護セン

ター・法人後⾒、生活福祉資⾦貸付事業、 地域包括支援センター等
介護・生活支援サービス部門
• 介護保険法に基づく事業（在宅介護、デイサービス、特養等⼊所施設運

営）、障害者総合支援法に基づく事業（在宅、通所、作業所、⼊所施設
等）、児童福祉法に基づく事業（保育所、社会的養護施設等）、その他
⾏政からの委託・補助で⾏う配⾷サービス事業、移動支援事業等

社会福祉協議会の多岐にわたる事業

事業ごと、災害の種類ごと等、分冊もありと考える

• 分冊化（例）
（豪雨時）事前避難⾏動手引き
（地震時）職員の初動⾏動手引き
災害時職員参集ハンドブック
利⽤者安否確認マニュアル
福祉避難所開設・運営マニュアル
災害VC開設・運営マニュアル 等

目次の整理
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被災社協を支援する方策は…

 地域が「被災したこと」で発生する困難状況に付随する「やらざるを得な
かったこと」とは︖

 「被災したこと」で肥大化する業務は何か︖
 発災前からの事業で⽌めることのできない事業とは︖
 災害ボランティアセンター運営の負担の分散化は︖

 被災地外からの支援の⼒を、社協事業継続や被災者（住
⺠）支援の使命において活かせることはあるのか

 誰がその部分を担えるのか
 社協職員同士だからこそできることとは

「東日本大震災および大規模災害被災者・社協支援連絡会議」や「大
規模災害被災社協アンケート」調査結果を踏まえた報告書（提案）

•『被災地に対する社協ネットワークの
役割と支援の提案』

〜社協の法人運営と事業・活動の継続に向けて〜
【全社協・地域福祉推進委員会(令和元年5月22日) 】
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『被災地に対する社協ネットワークの役割と支援の提案〜社協の法人運営と事業・活動の継続に向けて〜 』
【全社協・地域福祉推進委員会(令和元年5月22日) 】
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被災経験社協からの提案 発災前段階

• 自社協で⾏わなければならない業務を明確化したうえで、災
害時における受援計画を策定する
⇒ まさにBCPの策定。「受援⼒」が問われる。

• 災害時の 理事会・評議員会 の具体的な運⽤方法等について
シミュレーションを⾏う
⇒ 最重要決定機関の災害後の稼働方法も視野に⼊れる

※東日本大震災や平成 28年熊本地震の際は、 事業年度の終了後 3か月以内に評
議員会を開催する等の規定については、期限を超えて開催しても認められる旨の
通知が発出されている。

• 災害時の連携・協働・協⼒に向け関係機関と協定を締結する

被災経験社協からの提案 発災前段階

全国社会福祉協議会『社会福祉協議会活動実態調査2015』より
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• 社協内に災害対応に特化した本部機能を設ける
• 事務局⻑が率先し て 休暇を 取得 し 、 職員 が 確実かつ 定期的に 休

暇が取得できるように労務管理を⾏う
⇒ 被災後、激務に職員が⼼身ともにバーンアウトしてしまうケースが
後を絶たない
• 復旧・復興に向けた各種雇⽤施策を積極的に活⽤し、組織体制を構築

する
⇒ 「復興支援センター」「支え合いセンター」などを受託し、生活支
援相談員等を新たに雇⽤するケースが⼀般化し始めている

被災経験社協からの提案 発災後

• 災害時における収⼊の確保と臨時の支出に備えておく
• 災害時の 経理決算業務は、できるだけ後回しにせずに適時処理を
しておく

⇒ 財務管理・財務処理の重要性。混乱の中でどう乗り切るか。こ
の分野の受援も視野に⼊れる必要性。
• 災害時に喪失してはいけない情報を確認し、安全な方法を⽤いて
管理する

⇒ 物理的な保管の安全性、クラウドの活⽤による管理などの検討

被災経験社協からの提案 発災後
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• 包括的な相談支援体制を地域福祉計画に位置付け、発災時にも機
能させる

⇒ 災害VCとは別に、専門職を中⼼とした総合相談・生活支援セ
ンター機能を構築しておくことが有効
• 発災後、早い段階からの生活支援相談員を配置し、支援する
⇒ 2019年度より「被災者⾒守り・相談支援事業」として⼀般事
業化され、今後⼀定規模以上の大災害が発生した場合、生活支援相
談員の配置等がなされる。それを⾒越した早期の動きが重要となる。

被災経験社協からの提案 発災後

• 生活課題の捉え方は、発災直後から生活支援段階までフェーズをま
たぎつながっていることを意識する

⇒ 災害VCで把握した被災者ニーズは後の復興支援への流れにつな
がっていくことを当初から意識すること
• キャッチした生活課題は、被災者に対する公的支援や⼀般施策につ
なげる

⇒ 復興は⻑い道のり。⼀般施策と融合させていくことが重要（復
興予算はいつか期限がくる）

被災経験社協からの提案 発災後
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『被災地に対する社協ネットワークの役割と支援の提案』〜社協の法人運営と事業・活動の継続に向けて〜
【全社協・地域福祉推進委員会(令和元年5月22日) 】

専門性

地域性

地元社協職員

地元ボランティア
地元スタッフ

外部支援社協
外部支援NPO
支援P

一般ボランティア
スタッフ等

災害VCにおける業務の
役割分担概念図

外部支援者は、「地元社協職員」
が彼らにしかできないことに専念
できるよう、他の雑務からいかに
引き離すかを意識する

平時からの育成が重要！
⻑期稼働可能なボランティアなどを
積極的に取り込む

高

高

低

低

44
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被災社協に求められるのが“受援力”

•災害ボランティアセンターを運営する側が、受援力をつける（外
部支援を受け入れる）ことにより、被災者に届く支援の量が増え、
質が上がり、復興のスピードが早まる

•災害ボランティアセンターは多様な人材が運営に関わることで、
支援のメニューの多様性が確保される（協働で運営することが求
められる理由）

•過去の被災経験者や運営の中核経験がある人、支援経験の豊富
な人の助言は、初めて被災した状況におかれた被災地支援者に
とっては不可欠なもの

5. これからBCPを策定するにあたって
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BCP策定をスタートさせる前に

事業ごとのリスクの洗い出し、優先順位の選定、対応方法（事業
継続のための代替手段）を検討するためには、その事業に精通す
る人が必要

事業ごとに参加できるプロジェクトチームの設置が必須

検討体制をどうしますか？

まず最初にお
さえたい重要
なポイント
（厚労省ガイドラインの
総論部分）

基本方針
リスク把握
優先業務の選定

これらが⼟台にあって、その先の業務
の具体的内容や事業を継続するための
代替手段等は、“⼀例”と考える

48
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根本理念の大切さ

• 非常事態の中で⼀番大切なのは、次々と起こる想定外に対し
て判断・⾏動するための拠り所となる「根本理念」

• そもそもの法人の経営理念、クレドは何か
• 利⽤者との関係、地域との関係はどうあろうとしているか
• 加えて、被災という非常事態における「最優先」すべき考え
は何か（命を守る、冷静を保つ…など）

• 忘れてはいけないのは「職員を守る」という視点。利⽤者・
職員に命の軽重はありません

事例）茨城県常総市社会福祉協議会
2015年関東・東北豪

雨で被災

• 2015年9月10日12時50分の大規模な⻤怒川の決壊により、市内の⾏き来が不能となり、発災
当初から職員が事業所の拠点ごとに分断された

• 常総市役所本所も⽔没し、市役所としての機能が停⽌。通信インフラも市内全域で遮断された。
• びしょびしょに濡れた市⺠が、⽔没を逃れた常総市社会福祉協議会の建物（耐震構造に問題が

あり避難所としては指定されていなかった）に大勢逃げ込んでくる状況となった。
• 社会福祉協議会の建物の職員は、避難所管理責任のある市役所と掛け合うも対応不能との回答

から、急遽24時間体制で動ける職員で自主避難所対応を開始した。
• ⼀方、堤防決壊箇所に近く、周辺が広範囲に被災している中にあった社協運営の「⼼身障害者

福祉センター」を拠点に災害ボランティアセンターの運営準備を⾏い、支援を開始した。
• 自主避難所として100名を超える市⺠を発災当初昼夜を問わず被災された住⺠の対応を⾏った

社協は「常総市内で最高の避難所だった」との評価を得るに至った
想定外の職員の分断（通常業務継続、災害VC運営、避難所運営）を乗り越えたのは、社協が誰
のため何のための組織であるかという核がぶれなかったことによる。
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201509避難所となった常総市社会福祉協議会の建物

201509茨城県常総市災害ボランティアセンター

事例）陸前高田市
特別養護老人ホーム高寿園

• 高台に施設があったこと故に、着の身着のままの市⺠758人が避難してきた
• 職員・⼊所者・デイサービス利⽤者を合わせて1,000人を超える人で、あらゆるスペースが

濫れ、居場所確保の修羅場に（翌日にはさらに100人が増える）。
• 電気・⽔道が機能しない中、この人数の⾷事をどうするのか…

→ 災害⽤のプロパンガスと貯⽔タンク、備蓄⾷糧を分け合う
→ 加えて最大避難所の中学校からのオーダーに応えて⾷事を提供さえした

• 乗り越えるために大事にしたのは

災害時に救ってくれるのは手順書のようなマニュアルではなく、
「根本の理念」であるということの証左。 「命をつなぐ」「公平」「笑顔」

2011年東日本大震災
発災直後
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201104陸前高田市（H23東日本大震災）

被災前の街並みが
想像できないほどの津波の爪痕

201211岩⼿県陸前高田市「高寿園」にて
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その上で・・・BCPを考え策定することの意義

• BCPを検討する過程（プロセス）が重要
• プロセスにおいて法人が置かれている地域とそこで想定され
ている被害リスク、考えられている対策などについて知る

• 事業の優先順位を考える中で、非常時に何が真っ先に優先さ
れるべきかを洗い出す

• その流れのなかで「想定⼒」「判断⼒」を養う
• それこそが非常時の状況に対する臨機応変な対応を可能にし、
防災・減災⼒を高めることとなる

策定に向けた進め方（検討事項）

1. BCP策定について法人の方針決定
2. BCP策定グループ（プロジェクトチーム）の編成
3. チーム員全員でのキックオフ（基本事項の講義）
4. 地域での防災計画等の確認
5. 既存のマニュアル類との整合性・活⽤
6. 利⽤者・職員の個別事情の把握
7. 個別事業ごとの具体的検討
8. 法人独自の配慮事項
9. 法人全体での集約
10. 策定内容の職員への共有
11. BCPの定着、ブラッシュアップ
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自己紹介

園崎秀治（そのざきしゅうじ）

社会福祉法人全国社会福祉協議会（全社協）にて

 1994～2005年 総務部人事担当
ボランティア活動保険の開発・運用担当も

 1999年、台湾中部大震災の支援のため2度現地入り
（死者2,415人、行方不明29人）

 2005～2012年 ボランティアセンター
 2011年の東日本大震災では自らの住む浦安市も液状

化で被災
 2012～2014年 法人振興部（施設担当）

社会福祉施設間応援の調整で繰り返し現地入り、福祉施設
の災害時のBCP策定ガイドライン作成に関わる。

 2014～2018年 再度ボランティアセンター
2005年以降、ボランティアセンターでは災害担当として災

害発生時に先遣として現地入りし、全国段階での支援の要否
確認に入ることが多かった。

訪問した災害ボランティアセンターの数は130を数える。
11年にわたって、災害ボランティア活動支援プロジェクト

会議（支援P）の運営支援者派遣の調整担当として、災害の
たびに支援P派遣調整を行ってきた。

 2018年～2020年 国際部
台湾において、日本の災害支援の現状について国際会議に

て報告。

 2020年4月～3月 出版部
2021年3月号にて月刊誌3誌にて東日本大震災から10年の振

り返りを企画。

 2021年5月 全社協退職

2021年、より柔軟により積極的に全国各地の防
災・減災活動支援、被災地支援に貢献すべく、
独立。
被災地支援の三原則（被災者中心、地元主体、
協働）を旨とする
「 OfficeSONOZAKI（オフィス園崎）」
として活動を開始している。 57

現在…
 長野県社協防災福祉アドバイザー

 静岡県社協災害福祉支援アドバイザー

 ぐんまDWAT アドバイザー

 国立研究開発法人防災科学技術研究所 客員研究員

 サイボウズ社 防災デジタルアドバイザー

 全国災害ボランティア支援団体ネットワーク（JVOAD）シニア・コンサルタント

 内閣府TEAM防災ジャパン 世話係

 情報支援レスキュー隊ITDART 顧問

 福祉防災コミュニティ協会 福祉防災認定コーチ

 社協・行政・NPO等に向けた災害時のボランティア活動や協働の推進・平時の取り組みに関す
る研修の他、社会福祉法人や福祉専門職の災害時の支援関係研修、自主防災組織や災害ボラン
ティアネットワーク等の災害ボランティア活動に関する勉強会、民生委員・児童委員の災害時
の役割、宗教団体の災害時の取り組み等、NPO中間支援組織、生協、青年会議所等様々なセク
ターの実施してきた研修・講演は多岐にわたり、独立後も様々なご依頼に応えて活動を行って
いる

 2021年7月3日に発生した熱海土砂災害を受けて現地入りし（これまで3度）、熱海市災害ボラ
ンティアセンターの立ち上げ・支援体制作り、情報発信を実施（現在進行中）

地元では…
 2011年から地元自主防災組織立ち上げに関わり、防災をキーワードに自治会と住宅管理組合、

会員・非会員の垣根をなくすことをめざす。現在も委員として団地の防災に関わり続けている。

 浦安市の災害ボランティアグループと社協と議論を重ね、浦安市災害ボランティアセンター
（常設）の設立に向けて助言。

挿絵：ゆるり工
房
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平成13年度 台湾中部地震 台湾
平成17年度 平成17年台風14号 宮崎県
平成18年度 梅雨前線豪雨 長野県
平成18年度 梅雨前線豪雨 鹿児島県
平成18年度 能登半島地震 石川県
平成19年度 中越沖地震 新潟県
平成19年度 岩手・宮城内陸地震 岩手県
平成20年度 岩手・宮城内陸地震 宮城県
平成20年度 中国・九州北部豪雨災害 山口県
平成22年度 奄美地方大雨 鹿児島県
平成22年度 東日本大震災 岩手県
平成23年度 東日本大震災 福島県
平成23年度 東日本大震災 茨城県
平成23年度 平成23年台風12号 和歌山県
平成23年度 平成23年台風12号 奈良県
平成24年度 京都府南部豪雨水害 京都府
平成26年度 平成26年台風8号による7月6日からの大雨 山形県
平成26年度 平成26年台風12号による8月2日からの大雨 徳島県
平成26年度 平成26年台風12号による8月2日からの大雨 高知県
平成26年度 平成26年台風11号 徳島県
平成26年度 平成26年台風11号 高知県
平成26年度 平成26年8月19日からの大雨 広島県
平成27年度 平成27年関東・東北豪雨（台風18号） 茨城県
平成27年度 平成27年関東・東北豪雨（台風18号） 栃木県
平成28年度 熊本地震 熊本県
平成28年度 鳥取県中部地震 鳥取県
平成28年度 平成28年台風10号 岩手県
平成29年度 九州北部豪雨 大分県
平成29年度 九州北部豪雨 福岡県
平成29年度 秋田県豪雨 秋田県
平成30年度 平成30年7月豪雨 岡山県
令和元年度 令和元年房総半島台風（台風15号） 千葉県
令和元年度 令和元年東日本台風（台風19号） 神奈川県
令和３年度 熱海土砂災害 静岡県

これまで現地入りして支援にあたった災害

130の災害ボランティアセン
ター（災害ＶＣ）を訪問、支
援にあたってきました。

https://www.officesonozaki.net/

Facebookのアカウントがある⽅は、ぜひつながりましょう︕
@shuji.sonozaki  (『園崎 秀治』で検索できます。メッセージ付で友達申請くだされば嬉しいです)

これからは
“オフィス園崎”
として活動します

• 2021年、より柔軟により積極的に、全国各地の防災・減災活

動支援、被災地支援に貢献するために独立。

• 被災地支援の三原則『被災者中心・地元主体・協働』を旨と

する「 OfficeSONOZAKI（オフィス園崎）」として活動を開

始しました。

• これまで自分の眼で直接見て支援に関わってきた災害・被災

地の実際をふまえて、現実的で実効性のある防災・減災、災

害支援体制の構築をめざします。
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ＢＣＰ
に関する
情報・法令等
トピックス

講師 後藤 至功氏
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ＢＣＰ作成支
援を講師チーム
に依頼する場合

〇 申 込 先 ＢＣＰ策定講師チーム事務局

スケジュール例と概算経費
①法⼈内プロジェクトチームによる協議
（第一回）

②法⼈内プロジェクトによる協議（第二回）
研修Ⅱ 図上シュミレーション

③法⼈内プロジェクトによる協議（第三回）
全員研修、あるいは、BCP明文化案を活用
したワークショップ

④法⼈内プロジェクトチームによる協議
（第四回）
※予算等、先ずは気軽にご相談ください

経費
２０〜
３０万円

特定非営利活動法人 さくらネット内
兵庫県西宮市末広町4－7 夙川レッチオレジデンツァ402

TEL：0798－23－3215

BCP分冊化
を推奨いたし
ます

※協定締結状況や事業所の実態に合わせ
て必要な事項を盛り込みます

職員参集・安否確認ハンドブック(平時の取組も記載します)

□豪⾬災害時、事前避難⾏動手引き
□地震等発⽣時初動⾏動手引き(想定場⾯ごと⾏動
指針)
□利用者安否確認マニュアル

(利用者の被害状況確認手順を記載、その結果を分析し、対応方
針を検討します。災害VCニーズ班として果たすべき事項も記載します)
□災害VC開設・運営マニュアル

(⾏政との連絡調整、開設判断根拠、運営体制、受援協働の考
え方、 日々のセンター運営・広報活動方法、記録・報告方法、など)
□福祉避難所他への対応マニュアル
□業務再開手順

ＢＣＰ策定講師チーム資料
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職員参集・安否確認ハンドブックについて(要素例)

□法人としての災害対応基本方針
□職員のあり方、平時からの心構え
□事業所としての災害対応重点テーマ・目標
□地震夜間および勤務時間外に水害事前対応が
必要になる場合の参集基準
□地震夜間および勤務時間外に水害が発⽣した場
合の職員安否確認方法を検討

⇔豪⾬災害については、「災害福祉カンタンマップアプリ」を
活用して事前にリスク評価《地域・職員・利用者のリスク》
を⾏うことが望ましく、そのお手伝いもいたします。

ＢＣＰ策定講師チーム資料

豪⾬災害時、事前避難⾏動⼿引き(例)

豪⾬災害発生前の避難開始判断基準検討シート
区分 判断基準(例) 平日の対応概要(例) 休日の特別対応(例)

警戒レベル１ 早期注意情報
今後の降⾬予測や地域に被害が発生しうるかなど
動向確認

予測可能な場合は⾦曜日までに地域の被
害動向を確認しておき、休日に警報が出
た場合の対応を検討しておく

警戒レベル２ 大雨注意報

(総務・本部)

警報発令後の組織対応確認、備蓄備品の確認
(居宅・訪問・デイ)

警報発令時の動きの確認

(総務)事務局⻑および次⻑にて、警報発
令後の組織対応を確認し、管理職間の
LINEでの情報共有を⾏う

警戒レベル３
大⾬警報発令時
洪⽔警報発令時
土砂災害メッシュ情報(⻩⾊) 氾濫
注意情報(⻩⾊)

(居宅・訪問・デイ)

〇Ａランク者の扱いおよび介護サービス休停止に
関する考え方の関係者(役場・事業所・利用者家
族・⺠生委員他)確認

(総務)

〇事務局⻑および次⻑は役場との情報共
有を⾏い、職員の待機出勤等が必要な場
合について検討しておく

警戒レベル４
大⾬警報発令継続
洪⽔警報発令継続
土砂災害メッシュ情報(オレンジ)氾濫警
戒情報(オレンジ)

(入所)

〇土砂災害メッシュ情報が薄紫になった際の避難
⾏動について職員間で最終確認を⾏う

(訪問)

〇災害危険区域在住で家族支援の得られ
ないAランク者の施設移送などの調整

警戒レベル５
避難勧告→避難指示 避難指
示氾濫危険情報(薄紫) 土砂
災害メッシュ情報(薄紫)

(訪問)

〇訪問介護サービス停止、翌日対応の確認、職員
の帰宅支援、待機職員は被害発生時の準備を実施

(居宅)

〇翌日以降の事業休停止を決定、職員間
にて共有、関係機関および利用者・家族
への連絡調整を実施

その他
被害は発生していないものの役場が必要
と認めた場合 および被害発
生により役場が必要と認めた場合

(担当部署・総務)

〇役場から福祉避難所開設要請を受けた場合の対
応を検討

(入所)

〇役場およびケアマネ―シャー他から被
災施設の応援としての緊急入所受け入れ
要請を受けた場合の対応を検討

発災後 被害発生 別に定める法⼈としての職員安否確認・参集基
準に基づき全職員が⾏動する

別に定める法⼈としての職員安否確認・
参集基準に基づき全職員が⾏動する

ＢＣＰ策定講師チーム資料
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